
2026年7月29日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年7月29日 26a00060000000
タ イ 国第2次バンコ ク 都市鉄道マスタ ー
プラ ンに基づく 整備、 政策

社会基盤部運輸交通グループ タ イ ト ルに「 整備、 政策」 と あるが、 案件と し ての目的や想定さ れる成果は何か？
タ イ ト ルの「 整備、 政策」 についてですが、 運輸省鉄道局における行政官の政策策定能力の強
化、 都市鉄道路線整備に向けた路線計画の策定支援が本件の目的に含まれており ます。 想定さ れ
る成果については、 【 活動内容】 に記載の成果１ ～３ のと おり です。

2026年7月17日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本研修の実施に至っ た経緯・ 背景を教えていただき たい。 2024年にイ ンド ネシア住宅・ 居住地
域省が設立さ れてから 、 JI CAと し ては初めての同省への協力案件と なるのか。

イ ンド ネシア政府が掲げる「 年間300万戸」 の住宅供給目標の実効性向上に向け、 ①住宅不足の
定義・ 推計と 政策目標、 ②低・ 中所得者層向け住宅供給、 ③土地供給・ 土地調整・ イ ンフ ラ 、 ④
住宅価格・ 補助・ 住宅金融、 ⑤住宅品質・ グリ ーン住宅、 ⑥地域・ 沿岸・ 災害リ スク 、 ⑦住宅立
地・ 交通・ 都市構造に関する政策・ 実務上の課題を重点的に扱う 研修テーマと し て整理し 、 住宅
政策に関わる行政官の政策立案・ 実施能力を強化するため、 本研修を実施するも のです。 なお、
2024年の住宅・ 居住地域省の設立後、 JI CAと し て初めての同省への協力案件です。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

研修参加者は住宅・ 居住地域省に限定さ れるのか。 それと も 住宅政策に加えて住宅開発や住宅
金融等に係る政府関係者（ 他省や金融機関等） も 参加対象と なるのか。

住宅・ 居住地域省の関係部署に所属する行政官を中心に想定し ています。 参加部署・ 関係機関、
参加人数及び参加者の選定基準については、 上記7つの重点的に扱う 研修テーマ、 研修中に期待
する役割及び研修後の政策検討への関与可能性を踏まえ、 今後イ ンド ネシア側と 協議の上で決定
し ます。 住宅金融等に関係する他省庁・ 関係機関の参加についても 、 研修テーマや住宅・ 居住地
域省の意向を踏まえて検討し ます。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

第１ 回、 第２ 回の参加者は同一メ ンバーか、 も し く は別メ ンバーになるのか。 １ 回目と ２ 回目
の研修内容の検討の際に参考にし たい。

第1回と 第2回の参加者を同一と するかについては、 各回の重点テーマ、 研修後の政策検討への関
与可能性、 人事異動及びイ ンド ネシア側の意向等を踏まえて今後決定し ます。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

研修プログラ ムはJI CA側の案を基にコ ンサルタ ント が追加・ 更新するのか、 も し く はコ ンサル
タ ント が全て企画・ 調整・ 運営するのか。

弊機構において、 案件の目的、 上記7つの研修テーマ、 関係機関候補及びカ リ キュ ラ ムのたたき
台を整理し ています。 受注者には、 こ れら の基本的な方向性及び今後実施するイ ンド ネシア側と
の協議結果を踏まえ、 本邦研修及び現地フ ォ ローアッ プの具体的なプログラ ム案の作成、 講師・
訪問先の提案、 関係機関と の調整並びに研修運営を行っ ていただく 想定です。 最終的なプログラ
ムは、 住宅・ 居住地域省と の協議により 決定し ます。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

1回当たり の研修期間の日数と 人数はどの程度か。

第1回本邦研修については、 渡航日を含めて10日間（ 8営業日） を想定し ています。 現地フ ォ ロー
アッ プは現地5営業日を想定し ています。 第2回本邦研修は、 渡航日を含めて14日間（ 10営業日）
を想定し ており ます。 参加人数については、 参加部署・ 関係機関、 参加者の選定基準及びイ ンド
ネシア側の意向等を踏まえて今後決定し ます。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

お話いただける範囲で、 案件内容に関し てお伺いし たい。

本案件は、 第1回本邦研修、 現地フ ォ ローアッ プ及び第2回本邦研修を一連の協力と し て実施し 、
イ ンド ネシアの住宅政策に関わる行政官の政策立案・ 実施能力を強化するも のです。 主なテーマ
と し て、 ①住宅不足の定義・ 推計と 政策目標、 ②低・ 中所得者層向け住宅供給、 ③土地供給・ 土
地調整・ イ ンフ ラ 、 ④住宅価格・ 補助・ 住宅金融、 ⑤住宅品質・ グリ ーン住宅、 ⑥地域・ 沿岸・
災害リ スク 、 ⑦住宅立地・ 交通・ 都市構造を想定し ています。 研修では、 参加型課題分析、 日本
の制度・ 事例に関する講義、 関係機関・ 現場の視察及びアク ショ ンプラ ン作成を組み合わせ、 住
宅政策上の課題構造、 優先政策課題、 改善の方向性及びアク ショ ンプラ ンを整理するこ と を想定
し ています。 具体的な内容は、 今後の公示時の入札説明書・ 仕様書等をご確認く ださ い。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本研修で対象と する住宅は、 低所得者向け住宅のみではなく 、 中間所得者向けの住宅を含む理
解で良いでし ょ う か。

ご理解のと おり です。 本研修では、 低所得者向け住宅に限定せず、 中間所得者層を含む低・ 中所
得者層向けのアフ ォ ーダブル住宅を対象と するこ と を想定し ています。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00314000000
イ ンド ネシア国アフ ォ ーダブル住宅政策
能力開発（ 国別研修） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型）

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本件の類似業務では、 研修運営実績を重視さ れますでし ょ う か。 住宅政策知見が重視さ れます
でし ょ う か。

本業務では、 本邦研修及び現地フ ォ ローアッ プを一体的に企画・ 運営する能力と 、 アフ ォ ーダブ
ル住宅政策に関する知見の双方が必要になると 想定し ています。 具体的には、 研修・ 招へい事業
の実施支援、 国内関係機関と の調整、 ワーク ショ ッ プ運営及び成果物の取り まと めに関する能力
に加え、 低・ 中所得者層向け住宅供給、 集合住宅政策、 住宅金融・ 官民連携、 低炭素・ 持続可能
な住宅等に関する理解を求める予定です。 類似業務の具体的な評価対象及び評価方法について
は、 公示時の入札説明書等において提示し ます。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00403000000

全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による社会基
盤・ ガバナンス・ 平和構築分野の課題解
決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第一
課

（ 3件共通）
3案件と も 業務人月が2025年度実績を踏まえると 、 80人月を超えると 想定し ます。 その場合、 業
務管理グループ設定の可否、 若手育成加点有無についてご教示のほどよろ し く お願いし ます。

業務管理グループの適用対象案件と する予定ですが、 「 若手育成加点」 が適用さ れるのは「 人間
開発分野」 のみの予定です。 最終的には、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月14日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。

質問者記入欄 　

1 ページ



公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

質問者記入欄 　

2026年7月29日 26a00403000000

全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による社会基
盤・ ガバナンス・ 平和構築分野の課題解
決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第一
課

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい
2026年3月11日に掲載し た意見招請の別紙１ ： 特記仕様書案をご参照く ださ い。 但し 、 最終的な
業務内容については、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
ht t ps: //www. j i ca. go. j p/about /announce/pr ogr am/ar chi ve2025. html

2026年7月14日

2026年7月29日 26a00404000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による人間開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

担当分野に『 環境社会配慮に係る調査』 を追加する場合がある」 と いう こ と であるが、 こ れま
での類似事業の結果から 、 具体的にどう いっ た調査や専門性が必要と なるのかお伺いし たい。

こ れまで人間開発分野において環境社会配慮に係る調査を実施し た実績はございませんが、 該当
案件が採択さ れた場合には、 国際協力機構環境社会配慮ガイ ド ラ イ ン（ 2022年1月版） に基づ
き 、 採択企業による必要な対応を支援いただき ます。

2026年7月27日

2026年7月29日 26a00404000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による人間開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

昨年度の「 全世界（ 2025年度公示分） 中小企業・ SDGsビジネスの効果的実施による人間開発分
野の課題解決推進に係る調査」 と 比較し て、 今年度の調査について特に御機構が期待さ れてい
る成果についてお伺いし たい。

昨年度と 同様、 ビジネスと し ての持続可能性と 社会課題解決の双方につながるよう 、 採択企業の
事業化支援を行っ ていただく こ と を期待し ています。

2026年7月27日

2026年7月29日 26a00404000000 
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による人間開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい
2026年3月11日に掲載し た意見招請の別紙１ ： 特記仕様書案をご参照く ださ い。 但し 、 最終的な
業務内容については、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
ht t ps: //www. j i ca. go. j p/about /announce/pr ogr am/ar chi ve2025. html

2026年7月14日

2026年7月29日 26a00496000000
ボリ ビア国ラ パス大都市圏における地下
水給水施設改善計画準備調査

無償資金協力部業務第二課
今回の計画において、 新規井戸の掘削と 、 既存井戸（ および既存施設） の改修・ リ ハビリ のど
ちら に最も 高い優先度を置いておら れますか？

第一次現地調査結果に基づき 、 協力内容の優先度を確定し ます。 本件の協力準備調査では第一次
現地調査と 第二次現地調査の二回の現地調査を実施するこ と と し ています。 第一次現地調査で実
施する水需要を含む社会条件調査、 既存施設・ 機材内容に関する調査、 先方と の協議を通じ て、
本件の協力内容の優先度を確定さ せるこ と を想定し ています。

2026年7月22日

2026年7月29日 26a00560000000

タ イ 国タ イ におけるミ ャ ンマー難民の就
労促進に関する情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプ
サム型） ）

ガバナンス・ 平和構築部平和
構築室

試行事業の内容は調査開始後に検討する方針でし ょ う か。
はい。 試行事業の内容は、 特記仕様書に記載の例を参考と し つつ、 調査開始後の調査結果を踏ま
えて検討いただく こ と を想定し ています。

2026年7月21日

2026年7月29日 26a00560000000

タ イ 国タ イ におけるミ ャ ンマー難民の就
労促進に関する情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプ
サム型） ）

ガバナンス・ 平和構築部平和
構築室

現地調査の対象と し て想定さ れている地域の範囲をご教示く ださ い。
タ ーク 県に加え、 既に難民の就労実績がある県（ チャ ンタ ブリ 、 チョ ンブリ 、 カ ンチャ ナブリ 、
バンコ ク 、 ラ チャ ブリ 、 サムッ ト ・ プラ カ ーン県等） を想定し ています。

2026年7月21日

2026年7月29日 26a00560000000

タ イ 国タ イ におけるミ ャ ンマー難民の就
労促進に関する情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプ
サム型） ）

ガバナンス・ 平和構築部平和
構築室

「 視聴覚教材の更新」 と あり ますが、 既存の教材および関連する先行事業の資料は公示時に配
布または閲覧可能と なる予定でし ょ う か。

公示時に配布さ れる技術提案書作成要領に記載の連絡先メ ールアド レス宛てにご連絡いただけれ
ば、 担当部署より 資料を送付いたし ます。 2026年7月21日

2026年7月29日 26a00560000000

タ イ 国タ イ におけるミ ャ ンマー難民の就
労促進に関する情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプ
サム型） ）

ガバナンス・ 平和構築部平和
構築室

本調査が対象と する難民の就労先と は、 タ イ 国内のみでし ょ う か。 それと も 、 日本を含むタ イ
国外での就労も 対象に含まれるでし ょ う か。

就労先はタ イ 国内のみと なり ます。 2026年7月17日

2026年8月5日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化プ
ロジェ ク ト

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

業務内容（ 予定） に「 機材の据付・ 到着後に、 セネガルから の専門家（ CFPT SJ） をマダガスカ
ルに招聘し 、 実践的な指導（ 実技指導） を行う 。 」 と 記載があり ます。 機材の到着・ 据付の時
期はいつ頃の想定か、 ご教示いただけますか。

機材は、 2028年10月頃に納入さ れる予定です。 機材納入後に速やかに活用でき る体制を整備する
ため、 機材納入前から セネガル第三国講師の派遣やセネガル第三国研修による実践的な指導を含
む研修を実施する想定です。

2026年7月28日

2026年8月5日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化プ
ロジェ ク ト

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

据付が予定さ れている機材はLTP3校それぞれに導入さ れる予定でし ょ う か。
機材内容、 設置対象校・ 学科について教えていただけますか。

据付予定の機材については、 対象のLTP（ 技術・ 職業高等学校） 3校すべてに導入さ れる予定で
す。 ただし 、 機材の内容については、 現時点では確定し ており ません。 対象LTPは、 Ampasampi t o
LTP、 Al ar obi a LTP、 及び、 Toamasi na LTPを想定し ています。

2026年7月28日

2026年8月5日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化プ
ロジェ ク ト

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

日本人専門家の想定渡航回数と 期間をご教示く ださ い
想定する渡航回数は延べ11回です。 現地業務、 準備業務を含めた総投入量と し て10人月程度を想
定し ています。

2026年7月28日

2026年8月5日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化プ
ロジェ ク ト

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

マダガスカ ルC/Pから 派遣する人数・ 渡航回数の想定はあり ますか
セネガルにおける第三国研修には、 マダガスカ ル側から 各回10名程度の参加、 計3回の実施を想
定し ています。

2026年7月28日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

質問者記入欄 　

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

プレ公示の「 背景」 には、 スタ ジアム自体だけでなく 、 その周辺のイ ンク ルーシブな空間開発
やアク セシビリ ティ の確保、 地区全体の活性化を通じ て、 公共事業運輸省（ MPWT） や首都ビエ
ンチャ ン公共事業・ 運輸局（ DPWT） 等、 関係機関のまちづく り に係る能力向上支援が日本に要
請さ れた、 と あり ますが、 本プロジェ ク ト で対象と する地区、 も し く はエリ アは、 既に特定さ
れていますでし ょ う か？
例えば、 ACスタ ジアムは、 Chant habul y Di st r i ctに位置し ており 、 ACスタ ジアム周辺エリ アも
概ね同Di st r i ctに含まれます。 本プロジェ ク ト の対象エリ アは、 Chant habul y Di st r i ctの内側
で指定さ れると 考えら れていますでし ょ う か？

はい、 すでに本プロジェ ク ト の対象エリ アはC/P側と 合意し ています。 Chant habul y Di st r i ctの
内側に指定さ れています。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

ACスタ ジアムの周辺エリ アは、 2011年策定のVi ent i ane Ur ban Devel opment  Mast er  Pl anレポー
ト において、 Hi st or i cal  Conser vat i on Zoneと 提案さ れており 、 こ の提案は、 2011年Mast er
Pl an以前のMast er  Pl anにおいても 、 Hi st or i cal  Conser vat i on Zoneの考え方があっ たよう で
す。 ACスタ ジアム周辺の地区を対象と し て、 ウェ ルビーイ ングなまちづく り を促進し ていく 際
には、 こ のHi st or i cal  Conser vat i onの観点も 重要と なると 思われますが、 そのよう な方針であ
ると の理解でよろ し いでし ょ う か？

はい、 その視点も 考慮し つつ、 地区計画の作成を進めるこ と が求めら れます。 2026年7月27日

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

ACスタ ジアムの周辺エリ アでは、 多く の路側駐車や、 時には歩道上の駐車が問題と なっ ており
ますが、 こ のエリ アでのWal kabi l i t yの改善やWel l bei ngに資する空間整備には、 歩道改善整備
に加えて、 駐車規制や駐車場整備も 含めて検討するこ と が業務の一部と なり 得ますでし ょ う
か？

はい、 歩道改善整備等に加えて、 駐車規制や駐車場整備も 含めつつ地区計画を検討するこ と が必
要と なり ます。 また、 協力対象エリ アではADBによる「 Vi ent i ane Sust ai nabl e Ur ban Tr anspor t
Pr oj ect （ VSUTP） 」 が実施さ れており 、 BRT、 駐車場整備、 交通管理及び歩行環境改善等の取組
が進めら れています。 本プロジェ ク ト はADB事業に直接依存するも のでははあり ませんが、 関連
する計画内容に影響を受ける可能性があるため、 ADB及び関係機関から 継続的に情報収集を行う
と と も に、 同事業の成果や方向性と の整合性に十分留意し ながら 検討を進めるも のと いたし ま
す。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

「 業務内容」 には、 「 モデルスト リ ート 整備など具体的な実践を通じ て、 C／Pの計画策定およ
びまちづく り 推進能力の強化を図る」 と あり ますが、 実際に具体的なWel l bei ngに資する空間整
備を実施するこ と までがパイ ロッ ト 事業に含まれるでし ょ う か？

はい、 その予定です。 ただし 、 実施に際し ては、 空間整備を行う ための関係者間と の合意形成プ
ロセスの能力強化が重要な点であるため、 大規模な整備は予定し ておら ず、 試行的に小規模な歩
行者空間等を整備予定し ています。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

「 業務内容」 に、 「 モデルスト リ ート 整備など具体的な実践」 と し てパイ ロッ ト 事業が含まれ
る場合には、 ユニバーサルデザイ ンを満たすよう な仕様での整備になると 想像さ れますが、 本
業務の中で与えら れた予算の中で、 パイ ロッ ト 事業の対象と なる「 モデルスト リ ート 整備」
は、 CAスタ ジアムへのアク セスを改善するため必要な街路の一部区間選んで、 モデル的・ 実証
的に整備し て試みに供用し 、 評価すると いう も のになり ますでし ょ う か？それと も 、 本格的な
施工はせずに、 仮の整備と 交通アレンジで、 社会実験をするよう な形態になり ますでし ょ う
か？

モデルスト リ ート の整備は試行的に小規模な歩行者空間等の整備を予定し ています。 関係者間と
の合意形成プロセスの能力強化が重要な点であるため、 こ う し た整備を行う 際の実践的な経験を
積むこ と に重き を置いています。

2026年7月28日

2026年8月5日 26a00399000000
ラ オス国「 チャ オ・ アヌ ウォ ン・ スタ ジ
アムを中心と し たウェ ルビーイ ングなま
ちづく り プロジェ ク ト 」

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

「 業務内容」 に、 「 簡易な地区計画の策定に取り 組む」 と あり ますが、 こ れは土地利用ゾーニ
ング規制を含んだ詳細都市計画と 理解し てよろ し いでし ょ う か？

土地利用ゾーニング規制を含む可能性も あり 、 案件を進めながら 検討いたし ます。 詳細都市計画
については、 公示後に配布資料をご確認いただければと 思います。

2026年7月28日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 環境社会配慮に係る調査の追加対象について】 プレ公示では、 「 JI CAによる募集・ 選考・ 採
択状況によっ て、 担当分野に『 環境社会配慮に係る調査』 を追加する場合があり ます」 と 記載
さ れています。 経済開発分野、 特に農業・ 農村開発、 民間セク タ ー開発分野において、 現時点
で追加調査が想定さ れる案件類型や活動内容があればご教示く ださ い。

現時点で採択企業や調査・ 実証内容が決定さ れていないため、 想定する案件類型や活動内容はご
ざいません。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 環境社会配慮に係る調査の契約・ 経費上の取扱いについて】 環境社会配慮に係る調査が追加
さ れる場合、 当初契約に含めて積算さ れるのか、 採択案件の内容確定後に契約変更等により 追
加さ れるのか、 基本的な考え方をご教示く ださ い。 また、 追加人月、 現地調査費、 再委託費等
は、 必要に応じ て契約変更または経費内訳変更の対象と なる理解でよろ し いでし ょ う か。

各案件の環境カ テゴリ 分類が確定し た後に、 環境社会配慮に係る調査が追加さ れる場合には契約
変更を行います。 その他の費用計上についても 、 発注者と 受注者間での合意を踏まえ、 契約変更
または経費内訳変更の対象と なり 得ます。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 環境社会配慮に係る調査における受注者の役割について】 環境社会配慮に係る調査が追加さ
れる場合、 受注者の役割は、 情報収集、 現地法制度・ 許認可制度の確認、 リ スク 整理、 配慮事
項・ 緩和策・ モニタ リ ング項目の整理、 採択企業への助言等であり 、 許認可取得や環境社会配
慮対応の実施主体は、 採択企業または相手国関係機関と なる理解でよろ し いでし ょ う か。

許認可取得や環境社会配慮対応の実施主体は、 採択企業と なり ます。 受注者の役割は、 質問内容
に記載いただいた事項を含む、 採択企業の支援になり ます。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 現地パート ナー等と の協議・ 契約関係文書への関与について】 ビジネスモデル検証や事業性
検証の支援において、 受注者が現地パート ナー候補、 顧客候補、 販売代理店候補等と の面談に
同席し 、 助言や論点整理を行う こ と は想定さ れる一方、 採択企業の代理と し て契約条件交渉や
合意形成を行う こ と は含まれない理解でよろ し いでし ょ う か。 また、 MoUや業務提携契約等につ
いても 、 法務レビュ ーや法律意見の提供は本業務に含まれない理解でよろ し いでし ょ う か。

はい、 ご理解のと おり です。 2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 ビジネス化実証事業における機材・ 物品等の取扱いについて】 ビジネス化実証事業において
機材・ 物品等を伴う 場合、 所有権、 輸入通関、 関税・ VAT、 保険、 保管、 維持管理、 終了後の処
分・ 譲渡・ 返送等に関する採択企業、 受注者、 JI CAの役割分担をご教示いただけますと 幸いで
す。

調査・ 実証に用いる機材の所有権及び管理責任は、 調査期間中に限ら ず調査後も 採択企業にあ
り 、 輸出等を伴う 場合には、 採択企業が受注者の支援を受けながら JI CAの定める輸出管理手続き
を行います。 機材損料・ 借料は、 採択企業が立替払を行い、 JI CAが必要書類を確認し た後、 受注
者から 採択企業に当該費用を精算し ます。 詳細は、 対象年度の調査支援対象費目、 機材費ガイ
ド 、 輸出管理ガイ ド ラ イ ンをご確認く ださ い。

2026年7月27日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

質問者記入欄 　

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 社会的イ ンパク ト 評価・ ロジッ ク モデル構築支援について】 プレ公示では、 業務従事者の専
門性と し て「 社会的イ ンパク ト 評価・ ロジッ ク モデル構築支援」 が挙げら れています。 受注者
は、 採択企業による開発課題、 アウト カ ム、 活動、 指標、 検証方法等の整理を支援する立場で
あり 、 採択企業の事業内容や開発イ ンパク ト の設定を代行するも のではない理解でよろ し いで
し ょ う か。 また、 追加的なデータ 収集が必要と なる場合は、 JI CA、 採択企業、 受注者間で協議
のう え、 現地アンケート 、 利用者ヒ アリ ング、 サンプル調査、 既存統計の取得等に要する費用
は、 個別案件の活動経費と し て計上さ れる理解でよろ し いでし ょ う か。

採択企業の支援を行う も のであり 、 事業内容や開発イ ンパク ト の設定を代行し て行う も のではあ
り ません。 多く の採択企業にと っ てロジッ ク モデル等は馴染みの無いも のであると 想定さ れるた
め、 その作成方法や活用方法について採択企業にご助言頂ければと 思います。
追加的なデータ 収集については、 採択企業、 受注者、 発注者間で合意がなさ れる場合において、
個社案件の調査経費の枠外で計上でき るこ と がございます。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 経験・ 教訓の整理、 今後に向けた提言について】 プレ公示では、 業務概要と し て「 ビジネス
化支援アプローチの経験・ 教訓の整理」 および「 今後に向けた提言」 が挙げら れています。 当
該整理・ 提言においては、 個別案件の支援結果を踏まえたビジネス化支援上の工夫、 課題、 成
功要因、 改善点等を整理する理解でよろ し いでし ょ う か。 また、 「 今後に向けた提言」 には、
経済開発分野における今後の民間連携ニーズ、 JI CA事業・ ODA事業と の連携可能性、 採択企業支
援制度の改善点等も 含まれる想定でし ょ う か。

はい、 ご理解の通り です。 2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 経験・ 教訓の整理、 今後に向けた提言について】 経済開発分野における今後のビジネスニー
ズや有望な事業仮説の整理が求めら れる場合、 仮説の粒度や記載項目についてご教示く ださ
い。

発注者と 相談の上、 開発途上国でのビジネスについての検討を始めた企業が参考と なるよう な実
現性のある事業仮説をご提案頂ければと 思います。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

【 経験・ 教訓の整理、 今後に向けた提言について】 経験・ 教訓の整理や提言作成に際し て、 過
年度の類似業務、 過去のJI CA Bi z関連調査、 事後モニタ リ ング調査、 分野別調査結果等の資料
が受注者に共有さ れる場合、 その範囲をご教示く ださ い。 また、 公開資料以外に、 受注者限
り 、 共有さ れる内部資料やデータ があるかについても ご教示く ださ い。

過去のJI CA Bi z 調査やモニタ リ ング調査の報告書はウェ ブサイ ト 上に公開し ており ます。 配布
資料については、 企画競争説明書をご確認く ださ い。
採択事業検索： ht t ps: //www2. j i ca. go. j p/j a/pr i v_ sme_ par t ner /i ndex. php
モニタ リ ング調査：
ht t ps: //www. j i ca. go. j p/act i vi t i es/schemes/pr i v_ par t ner /document /i ndex. html

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

外部リ ソ ースを含めた効果・ 効率的な実施体制の構築に記載の外部から の人材動員と は具体的
にどのよう な人材を想定し ているのでし ょ う か。

本業務は、 採択企業の提案内容によっ て多様な専門領域、 ビジネスモデル、 調査対象国の知見が
求めら れますが、 応札頂く 時点ではその内容は決定し ており ません。 あら ゆるご提案に対応でき
るよう 、 受注者の社内人材では専門性や経験が不足すると 考えら れる領域については、 外部人材
を活用し た体制構築をご検討く ださ い。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

環境社会配慮を担当する団員の具体的な要件（ 過去に貴構の環境社会配慮の案件何件以上に従
事等） について教えてく ださ い。

環境社会配慮を担当する団員の具体的な要件については定めており ません。 企画競争説明書に記
載する関連業務の内容、 関連ガイ ド ラ イ ンの内容をご理解頂いた上で、 調査及び報告書作成を実
施頂ける方を配置し てく ださ い。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

「 発注者や採択企業から 改善依頼があっ た場合、 関係者間で協議し ながら 速やかに業務を改善
する」 と のこ と ですが、 過去の案件ではどのよう な依頼があっ たのでし ょ う か。 差支えのない
範囲でご教示く ださ い。

採択企業が求める支援内容を踏まえて、 可能な範囲で担当者を変更または追加頂いた事例がござ
います。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

（ 3件共通）
3案件と も 業務人月が2025年度実績を踏まえると 、 80人月を超えると 想定し ます。 その場合、 業
務管理グループ設定の可否、 若手育成加点有無についてご教示のほどよろ し く お願いし ます。

業務管理グループの適用対象案件と する予定ですが、 「 若手育成加点」 が適用さ れるのは「 人間
開発分野」 のみの予定です。 最終的には、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00401000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による経済開
発分野の課題解決推進に係る調査

民間連携事業部企業連携第二
課

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい
2026年3月11日に掲載し た意見招請の別紙１ ： 特記仕様書案をご参照く ださ い。 但し 、 最終的な
業務内容については、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
ht t ps: //www. j i ca. go. j p/about /announce/pr ogr am/ar chi ve2025. html

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

事後モニタ リ ング調査では、 防災セク タ ーの売上実現率が他セク タ ーの平均より も 高いこ と が
示さ れている。 こ う し た傾向は、 採択企業を選考するにあたっ て、 影響を及ぼし ますでし ょ う
か

分野を問わず、 共通の基準で審査を実施いたし ます。 2026年7月14日

2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

意見招請において特に意見が求めら れていた「 調査対象国情報整理」 について、 採択企業の調
査を通じ て得ら れた情報に加え、 今後進出を検討する企業に有益な「 俯瞰的な基礎情報（ 市場
規模、 産業構造、 主要アク タ ー、 規制等） 」 を調査・ 記載するこ と と さ れていますが、 対象国
や分野によっ て情報の入手難易度が大き く 異なり ます。 こ の俯瞰的情報の収集にあたり 、 受注
者に求めら れる調査の深さ （ 到達目標） の基準をご教示く ださ い。 また、 難易度が高く 追加の
現地調査や外部委託が必要と なる場合、 別枠での経費措置や契約変更による増額は可能でし ょ
う か。

意見招請時の特記仕様書案は意見招請時の案であり 、 公示時点で修正し ている可能性があり ま
す。 公示の際に企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月14日
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2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

特記仕様書案11ページ( 4) 環境社会配慮について、  カ テゴリ B案件が発生し た場合、 1案件あた
り 1人月程度の追加および再委託費300万円が定額計上さ れると のこ と ですが、 現地でのベース
ラ イ ン測定やステーク ホルダー協議の規模によっ ては、 こ の想定を大幅に超える業務量・ 経費
が発生する可能性があり ます。 「 必要に応じ て契約金額の増額を行う 」 と あり ますが、 増額を
申請・ 承認する際の具体的な基準や手続き についてご教示く ださ い。

個別の理由を検討の上で妥当性を判断する為、 現時点で判断基準を申し 上げるこ と はでき ませ
ん。 手続き については、 業務実施契約における契約管理ガイ ド ラ イ ンをご参照く ださ い。

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

特記仕様書案15ページ「 ( 11) ビジネスニーズセミ ナーの実施と 課題発信コ ンテンツの作成」 に
ついて、 セミ ナーで「 こ れまで実施さ れていないが有効と 考えら れるビジネス」 について10件
程度の事業仮説を検討・ 発表するこ と が求めら れています。 こ の10件の事業仮説構築には、 他
ODA事業と の連携可能性の分析も 含め、 相当な調査・ 分析業務が発生すると 想定さ れます。 こ の
業務は、 契約時に別途計上さ れる「 3. 0人月」 の枠内で実施するこ と が前提でし ょ う か。 あるい
は、 個社支援に付随する業務量（ 共通枠） 等から 充当するこ と が可能でし ょ う か。

意見招請時の特記仕様書案は意見招請時の案であり 、 公示時点で修正し ている可能性があり ま
す。 公示の際に企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

（ 3件共通）
3案件と も 業務人月が2025年度実績を踏まえると 、 80人月を超えると 想定し ます。 その場合、 業
務管理グループ設定の可否、 若手育成加点有無についてご教示のほどよろ し く お願いし ます。

業務管理グループの適用対象案件と する予定ですが、 「 若手育成加点」 が適用さ れるのは「 人間
開発分野」 のみの予定です。 最終的には、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00413000000
全世界（ 2026年度公示分） 中小企業・
SDGsビジネスの効果的実施による地球環
境分野の課題解決推進

民間連携事業部企業連携第一
課

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい
2026年3月11日に掲載し た意見招請の別紙１ ： 特記仕様書案をご参照く ださ い。 但し 、 最終的な
業務内容については、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
ht t ps: //www. j i ca. go. j p/about /announce/pr ogr am/ar chi ve2025. html

2026年7月14日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ
現地調査の対象国に東南アジアが含まれると のこ と であるが、 比較的オンラ イ ンでのヒ アリ ン
グがし やすい国である。 オンラ イ ンを活用するこ と は可能か。

プロポーザルで提案いただく こ と は可能です。 2026年7月23日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ
本業務が対象と する「 水道事業体」 の定義には、 公営企業、 地方自治体の他に、 PPP事業会社や
民間水道事業会社も 含まれるか。

文献調査において調査を行う 対象には、 公的金融機関によるPPP事業会社や民間水道事業会社へ
の融資も 含まれます。

2026年7月23日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ 文献調査の対象地域・ 国は、 日本と 低中所得国だけか。 それと も 先進国も 含まれるか。 文献調査の対象には、 先進国も 含まれます。 2026年7月23日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ 文献調査においては、 ド ナー等へのヒ アリ ングも 想定し ているか。 必須の調査内容と し ては想定し ていませんが、 プロポーザルで提案いただく こ と は可能です。 2026年7月23日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ
「 国内公的金融機関」 と は、 日本国内の金融機関と いう 意味ではなく 、 途上国の国内の公的金
融機関と いう 意味か。

ご理解のと おり です。 2026年7月23日

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ
途上国４ か国での現地調査が予定さ れていますが、 候補はすでに設定さ れていますでし ょ う
か。 あるいは、 その選定も 調査中に行う 場合、 選定基準等の想定があり まし たら 、 ご教示く だ
さ い。

JI CAが想定する4つの国と 公的金融機関は、 入札説明書において明示する予定です。 東南アジア3
か国と 中近東1か国です。 また、 調査目的を達成するために適切な訪問国や公的金融があれば、
プロポーザルにて提案するよう お願いする予定です。

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ
本案件では公的金融および水道フ ァ イ ナンスの専門性を求める旨の記載があり ますが、 水道分
野の技術的な知見は、 あまり 必要ないと いう 理解で宜し いでし ょ う か。

水道に関する技術的な知見は、 必ずし も 必要ではあり ません。 ただし 、 フ ァ イ ナンスの観点から
みた水道事業や水道経営の特徴についての理解はあるこ と が望まし いです。

2026年8月5日 26a00543000000

全世界（ 広域） 水道事業の資金調達にお
ける国内公的金融機関の役割に係る情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合評
価落札方式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部水資源グループ 業務管理グループの想定はあり ますか 総合評価落札方式であり 、 業務管理グループ（ 副業務主任） は想定し ていません。
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2026年8月5日 26a00548000000
全世界（ 広域） 科学・ 理科教育にかかる
教科書・ 教材ク ラ スタ ー戦略の策定研究
（ プロジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
業務概要ではパプアニュ ーギニア及びモザンビーク を中心と し た分析を行う 旨記載さ れていま
すが、 そのほかに分析対象国と し て想定し ている国数及び対象国の選定方針についてご教示く
ださ い。

比較分析はパプアニュ ーギニア及びモザンビーク のみを対象と する方向です。 また、 それら の
国々の比較分析の他に、 机上調査による他3～5か国の基礎情報収集を想定し ていますが、 こ れら
の点については公示後に企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00548000000
全世界（ 広域） 科学・ 理科教育にかかる
教科書・ 教材ク ラ スタ ー戦略の策定研究
（ プロジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
パイ ロッ ト 活動はパプアニュ ーギニア及びモザンビーク の2か国で実施すると の理解でよろ し い
でし ょ う か。 また、 試行的に開発・ 活用する教材について、 主な対象学年（ 初等・ 中等） 及び
想定し ている開発規模（ 単元数、 教材数等） があればご教示く ださ い。

パイ ロッ ト 活動の対象国は、 パプアニュ ーギニア及びモザンビーク の2カ 国を想定し ており ま
す。 主要な対象学年は4・ 8年生と するこ と を想定し ています。 教材の対象と する内容について
は、 人月の範囲内で、 パイ ロッ ト 活動の目的及び調査・ 分析結果を踏まえてご提案いただく こ と
を想定し ており ますが、 こ れら の点については公示後に企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月27日

2026年8月5日 26a00548000000
全世界（ 広域） 科学・ 理科教育にかかる
教科書・ 教材ク ラ スタ ー戦略の策定研究
（ プロジェ ク ト 研究）

人間開発基礎教育グループ
利益相反の観点から 、 本業務の実施に当たり 参加制限の対象と なる案件又は特定の排除者は想
定さ れていますでし ょ う か。

本業務の実施に当たり 参加制限の対象と なる案件又は特定の排除者は想定し ており ませんが、 公
示後、 企画競争説明書をご確認く ださ い。

2026年7月10日

2026年8月5日 26a00549000000
ニカ ラ グア国マナグア湖の水質・ 汚染源
管理能力向上プロジェ ク ト

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

本プロジェ ク ト は長期専門家派遣を含むハイ ブリ ッ ド 式の技術協力プロジェ ク ト でし ょ う か？
またその場合、 長期専門家と コ ンサルタ ント の間での作業のデマケーショ ンと し てご想定さ れ
ていら っ し ゃ る内容をご教示願えますと 幸いです。 （ 特に「 水質管理に必要な規則またはガイ
ド ラ イ ン案の策定」 に関する内容について）

＃本業務はハイ ブリ ッ ド 型での実施を予定し ています。
＃デマケーショ ンについては企画説明書に記載予定です。
＃ガイ ド ラ イ ン案の作成をはじ めと する技術協力に関する業務については、 受注者が主体的に実
施するこ と を想定し ています。 他方、 長期専門家は、 4つの実施機関にわたる先方関係機関と の
調整・ 連携を主な役割と し て想定し ています。

2026年7月22日

2026年8月19日 26a00617000000

スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査（ 一般
競争入札（ 総合評価落札方式ーラ ンプサ
ム型） ）

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
事務所直下

日本や第三国の災害医療体制と の比較を通じ たギャ ッ プ分析の実施と あり ますが、 第三国は具
体的に指定さ れるのでし ょ う か。 それと も 提案でし ょ う か。

回答準備中です 2026年7月28日

2026年8月26日 26a00399000000
ラ オス国スタ ジアムを中心と し たまちづ
く り ・ エリ アマネジメ ント 能力強化プロ
ジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本案件は、 業務管理グループかつ若手加点の対象と なる予定でし ょ う か。
それと も 、 若手加点はなく 、 提案書の2章において、 『 業務主任者を含む業務実施体制全体にお
いて、 どのよう な人材活用の考え方の下で業務を遂行するのかについて提案を求める。 』 こ と
を想定さ れていますでし ょ う か。

本案件については、 新し い発想や柔軟な視点が求めら れるこ と から 、 業務管理グループを構成
し 、 若手育成加点の対象と する方針です。
一方で、 多様な関係者と の合意形成が不可欠であるため、 こ れを遂行するための豊富な経験を有
する人材と 若手人材が連携する体制を重視し ます。

2026年6月23日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
「 人月合計」 の量に比し て、 調達件名に（ 一般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサム型）
や（ QCBS-ラ ンプサム型） と いっ た記載があり ませんが、 企画競争案件と の理解でよろ し いので
し ょ う か。

企画競争を想定し ていますが、 公示後に企画競争説明書をご確認願います。 2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
特に安全管理の面で前広な準備を要する場合があり ますので、 パイ ロッ ト 活動実施の対象地域
（ 州・ 県など） が決まっ ていまし たら ご教示く ださ い。

 シンド 州・ ジャ ムショ ロ（ Jamshor o） でのパイ ロッ ト 活動の実施を想定し ていますが、 公示後
に企画競争説明書をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

2022年～2026年に実施さ れたGRACEも 学校運営委員会を活用し て就学継続促進につと めるなど、
コ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの要素を多分に含む案件であっ たにも かかわら ず、 同
ク ラ スタ ーの適用可能性を本調査で改めて検証するこ と の必要性は、 どのよう なも のがあるの
でし ょ う か。

 GRACEは就学継続に重点を置かれまし たが、 本プロジェ ク ト 研究では適時・ 適切な就学促進及び
就学におけるジェ ンダー格差の是正を含めてコ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの適用を検
討するこ と を考えています。 また、 GRACEのモデルはパイ ロッ ト 対象校に就学継続に向けた前向
き な影響をも たら し まし たが、 学校運営委員会の機能やモデルの普及コ スト 、 持続性等の面で改
善の余地があると 考えています。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

プレ公示では、 GRACE及びみんなの学校プロジェ ク ト の成果・ 教訓をも と に介入策を設計・ 試行
すると 記載さ れていますが、 同じ く パキスタ ンで実施さ れ、 コ ミ ュ ニティ と の協働も 活発な
AQAL等ノ ンフ ォ ーマル教育関連事業の実績を踏まえるこ と は、 想定さ れていないのでし ょ う
か。

 本プロジェ ク ト 研究では、 パキスタ ンにおけるオルタ ナティ ブ教育推進プロジェ ク ト （ AQAL）
の成果も ふまえるこ と を想定し ています。 また、 本プロジェ ク ト 研究は公立小学校を主な対象と
するも のの、 オルタ ナティ ブ教育（ ノ ンフ ォ ーマル教育） と の連携の検討も 想定し ており ます
が、 それら の点について公示後に企画競争説明書をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00611000000
イ ラ ク 国初等教育セク タ ーに係る情報収
集・ 確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
現在、 外務省の危険情報ではイ ラ ク 全土がレベル4と なっ ていますが、 本案件は日本人専門家の
現地渡航を前提と し ているのでし ょ う か。 それと も 、 当面はオンラ イ ンや現地人材の活用を基
本と し た実施を想定さ れているのでし ょ う か。

回答準備中です 2026年7月28日

2026年9月2日 26a00385000000
ウズベキスタ ン国理工系高度人材育成事
業準備調査（ QCBS－ラ ンプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジア
コ ーカ サス課

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい 回答準備中です。 2026年7月1日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

質問者記入欄 　

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ
活動内容と し て、 「 中西部アフ リ カ 地域（ ギニア等） を含む広域的なみんなの学校アプローチ
の展開」 と あり ますが、 ギニアの他、 具体的な対象国が想定さ れているよう でし たら ご教示い
ただけますか。

現時点ではギニアの他に具体的な対象国の想定はあり ません。 契約締結後に対象国が増える可能
性はあり ますが、 その際は受注者様と ご相談さ せて頂き ます。

2026年7月16日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ 業務管理グループの想定はあり ますか 設置は可能です。 2026年7月16日
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